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〔
告

示
〕

〇
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
第
二
十
六
条
の
規

定
に
基
づ
き
特
定
販
売
施
設
及
び
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル
施
設
を
指
定
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
内
閣
府
三
八
三
）

J

〇
著
作
者
の
実
名
登
録
の
件（
文
化
庁
四
五
）

K

〇
肥
料
を
登
録
し
た
件

（
農
林
水
産
二
七
〇
六
〜
二
七
一
三
）

N

〇
肥
料
の
仮
登
録
の
有
効
期
間
を
更
新
し
た

件
（
同
二
七
一
四
）

J
L

〔
人
事
異
動
〕

防
衛
省

J
L

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁建

設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

J
P

裁
判
所

破
産
、
免
責
関
係

K
I

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
独
立
行

政
法
人
製
品
評
価
技
術
基
盤
機
構
計
量
法

第
百
四
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
六
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
の
失

効
、
独
立
行
政
法
人
港
湾
空
港
技
術
研
究

所
平
成
二
十
三
事
業
年
度
財
務
諸
表
、
東

日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
工
事
開
始
、
西

日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
工
事
一
部
完
了

関
係

M
I

地
方
公
共
団
体

解
散
命
令
、
行
旅
死
亡
人
関
係

N
I

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

N
K

〇
内
閣
府
告
示
第
三
百
八
十
三
号

沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
十
四
号
）
第
二
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
十
六
年
内
閣
府
告

示
第
二
百
八
十
八
号
（
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
第
二
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
特
定
販
売
施
設
及
び
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル

施
設
を
指
定
す
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
四
年
十
二
月
二
十
日

内
閣
総
理
大
臣

野
田

佳
彦

一
（
二
）
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ウ

沖
縄
県
那
覇
市
字
鏡
水
四
〇
〇
番
地

二
（
二
）
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ウ

那
覇
空
港
Ｌ
Ｃ
Ｃ
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
搭
乗
待
合
室
の
う
ち
、
別
図
４
に
示
す
部
分

三
（
二
）
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ウ

一
二
・
六
平
方
メ
ー
ト
ル

別
図
３
の
次
に
次
の
図
を
加
え
る
。
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